
当社は、1717年（享保2年）の創業以来、「病気と苦痛に対する人間の闘いのために」という企業理念のもと、薬業一筋
に邁進してきました。2021年度に、持続可能な社会の実現のために「サステナブル経営方針」を新たに策定しました。

小野薬品工業のサステナビリティ

サステナブル経営方針の詳細につきましてはこちらをご覧ください（1.04MB）

⼩野薬品のマテリアリティ

2021年度に新たに策定したサステナブル経営⽅針の下、財務と⾮財務の経営課題をより統合的に分析、管理する⽬的
で、2021年度にマテリアリティの位置づけを“CSRの重要課題”から“経営の重要課題”へと変更しました。特定したマテ

リアリティは中期経営計画の戦略と明確に連動させ、より推進⼒のあるマネジメント体制に発展させています。
また、社外のステークホルダーに当社のサステナビリティに対する取り組みを理解いただく上でも、財務と⾮財務を統合
した情報開⽰と対話が可能になったと考えています。

さらに、定期的に⾒直しを⾏っており、2023年度にはマテリアリティ項⽬の名称を⼀部変更しています。
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2021年度に実施したマテリアリティ分析は以下のプロセスで行い、毎年進捗を確認するとともに更新しています。

マテリアリティの特定プロセス

ステップ1 課題の抽出と整理

マテリアリティ分析では、候補となる経営課題を抽出するために、中期経営計画の策定と併せて経営環境分析を⾏いま
した。この中で、当社の価値を創造し、持続的に成⻑するための重要な機会とリスクを抽出しています。
外部／内部の経営環境分析には、取締役、執⾏役員、全部⾨のシニアマネジメント層が参加し、事業を取り巻く経営環
境、当社の⻑期ビジョンと現状とのギャップ分析を実施しました。さらに各部⾨が⽇頃の活動の中で確認しているステー
クホルダー（医療関係者、研究機関、パートナー企業、求職者、NPO、投資家等）からの要望・期待を踏まえ、経営課
題を抽出しました。
⾮財務課題については、成⻑戦略を実現するために必要な基盤として⼈的資本や知的資本等の無形資産に関する課題を抽
出しました。また、ISO26000、GRIスタンダード、SASB基準、国連グローバル・コンパクト10原則、ESG評価機関、投
資家との対話の結果などを踏まえ、課題を更新しています。なお、課題の分析に当たっては、検討の経過を取締役会にお
いて報告し、確認を得ながら進めました。
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マテリアリティの特定にあたっては、まずStep1で抽出された課題を「価値創造」、「価値創造のための基盤」、「価値の保
護（価値毀損リスク）」に分類しました。「価値創造」と「価値創造のための基盤」は、当社にとっての機会であり、「価
値の保護」は当社にとってのリスクと認識しています。さらに経営会議などの場において、ステークホルダーにとっての
重要性と事業にとっての重要性の視点から、最重要課題である18個のマテリアリティを特定しました*。マテリアリティ
は取締役会にて検討のうえ、最終決定しています。
マテリアリティの各課題を選定した理由と主な⽬標と進捗については「マテリアリティ課題への対応」をご覧ください。

2021年度に行ったマテリアリティ分析においては、分析のプロセスおよび特定したマテリアリティ課題、今後の取り組
みについて、外部有識者とのダイアログを実施し、その妥当性と将来課題について確認しました。

小野薬品らしくエッジの効いた素晴らしいマテリアリティ分析
今後は海外とのコミュニケーションがより重要に

CSRアジア　日本代表
赤羽　真紀子氏

詳しくはこちら

今回のマテリアリティ分析は小野薬品らしく非常に先進的なものになっています。前回
のマテリアリティは一般的な二軸のマテリアリティマップを用いていましたが、今回
は既存の枠を越え、社内でより納得感のある検討プロセスが考えられています。小野ら

しくエッジの効いた分析を行い、まとめ上げた点は素晴らしいと思います。他社も参
考にしたくなるようなものです。

また、今回特定したマテリアリティに取り組むことで、「病気と苦痛に対する人間の闘
いのために」という企業理念を達成できるかという目線で見ても、納得感のある課題

18個の最重要課題に含まれないその他の重要なCSR課題には、「労働安全衛生の徹底」、「地域社会への貢献」、「動物福祉・生命倫理への
配慮」等があります。

*

ステップ2 マテリアリティの特定・妥当性確認

が設定されています。
今後強化してほしい点は、グローバルスペシャリティファーマを⽬指していくうえで、

グローバルの感覚、視点をより組み⼊れたものにすることです。海外のオーディエンス
を想定した際に、次の⼆つの点が気になりました。

⼀点⽬は、グローバルで関⼼度の⾼いテーマを⼗分に捉えられているかという点です。
特に欧⽶では、貧富の格差、医療アクセス、ダイバーシティ＆インクルージョンや労働
安全衛⽣、といったトピックに関⼼が集まっています。⼩野薬品がグローバル展開をす

る中で、海外のステークホルダーが意識している課題を今まで以上に意識していく必要
があります。

⼆点⽬は、⼩野薬品がミッションステートメントで掲げる「挑戦者」という姿勢をよ
り鮮明に伝えるコミュニケーションです。例えば「地球環境の保護」という表現で
は、製薬業界における環境リーディングカンパニーを⽬指すという⼩野薬品の攻めの

特徴が伝わりにくいので、海外ではより積極的なコミュニケーションが重要になって
きます。
今後は海外のステークホルダーの期待を組み⼊れることがより重要になってきており、

海外の従業員の声も今まで以上に取り⼊れていけるとよいと思います。
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期待される統合的なマテリアリティへとしっかり成長できています
今後は目標の設定管理と開示・対話がより重要に

株式会社ニューラル
代表取締役
夫馬　賢治氏

詳しくはこちら

マテリアリティの位置づけをこれまでのCSRの重要課題から、財務と非財務を統合し
た経営課題へと変更しており、前回の課題を乗り越え大きく前進していることがうかが
えます。マテリアリティ分析のプロセスも適切です。経営層も含めて、各課題がなぜ自

社にとって重要なのか、言語化しながら検討を進めてきた点は非常によかったと思い
ます。また、非財務の課題がどう将来の財務へ影響するかについても意識して検討され

ている点も高く評価できます。
今後の社外とのコミュニケーションにおいて注意してほしい点があります。今回特定し
たマテリアリティの中で「価値創造のための基盤」と「価値の保護」に含まれる重要

課題群は、数が多く内容も多岐にわたります。そのため、本当にこれだけの課題をマ
ネジメントできるのか、またはそもそも本当にマテリアルな課題に絞られているのかと

ステークホルダーに心配される可能性があります。社外へ開示する際には、各課題に対
して納得感の得られる中期目標を示し、これまで以上に強化されたマネジメント方法を
説明していくことが重要になってきます。

また、新たなマテリアリティは「法令遵守とコンプライアンスの徹底」のように大き
なくくりで課題をあげていますが、ステークホルダーはそこに含まれる具体的なマテリ

アリティ課題を知りたいと考えます。特に投資家はこの重要課題に、例えば腐敗防止
や個人情報保護といったテーマが含まれているのか、またそれをどの程度進めるつも
りなのか、仮説を持って企業とコミュニケーションをとります。企業側も丁寧に開

示、説明できることが望ましいです。
マテリアリティ分析は期待されている方向に沿って前進していると思います。価値創造

の戦略⽬標を達成するために⾮財務の課題にも統合的に取り組むことと、外部とのコ
ミュニケーションを、年々強化していくことが重要になってきます。
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ステップ3　KPI設定・レビュー

2021年度に再特定したマテリアリティの各課題については、中期的な目標と計画を立て、進捗を確認しています。ま
た、全社的リスクマネジメント（ERM）で抽出、管理しているリスクと統合的に管理しています（ERMについてはこち

ら）。
マテリアリティ毎のKPIおよび進捗は中期経営計画と連動し、対応する本部、組織、委員会へ紐づけ、全社的なPDCAマ

ネジメントサイクルを構築するとともに、取締役会および経営会議において管理しています。また、毎年、外部/内部環
境を分析し、マテリアリティ課題と中長期目標に対する進捗をレビューするとともに定期的な見直しを実施しています。
2023度は年次見直しに伴い、一部のマテリアリティ項目の名称、内容について変更しました。内部/外部の環境変化やス

テークホルダーからの要請・期待、さらには全社で取り組んでいる課題をより反映させるという観点から、⑧「人的資
本の拡充」および価値の保護にあたる6つのマテリアリティにおいて目指す姿や取り組み内容を見直すと共に、⑫「信頼

性と安全性の確保」・⑭「地球環境の保全」・⑯「コンプライアンスの徹底」・⑰「ビジネスパートナーとのサステナビリ
ティマネジメントの実現」のマテリアリティにつきましては項目の名称も一部変更しています。

2021年度までの取り組み

当社はこれまで、ISO26000に基づいて重点領域を定め、CSR活動に取り組んできました。2018年度には、当社が優先的

に取り組むべきCSR活動テーマを明確にするため、“CSRの重要課題”としてマテリアリティを特定し、それをもとにCSR
の実践に取り組んできました。

2021年度までに進めてきたマテリアリティ課題に対する計画と進捗は以下をご覧ください。

マテリアリティ課題を選定した理由、主要な目標と取り組み、年度毎の進捗は以下をご覧ください。

前マテリアリティの目標と進捗はこちらよりご覧ください（902KB）

8

マテリアリティ・KPI 一覧（285KB）（2023年度）

https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/82
https://sustainability.ono-pharma.com/ja/themes/82
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-ono2020en-csr-s3/data/pdf/2022/materiality_ja.pdf


サステナビリティ推進体制
当社では、取締役会がサステナブル経営における重要な経営課題（マテリアリティ）を監督しており、サステナビリティ

経営の最⾼責任者として代表取締役社⻑を、サステナビリティ担当役員として代表取締役 副社⻑執⾏役員を任命してい
ます。なお、サステナビリティ担当役員は、環境担当役員を兼務しています。

代表取締役社⻑のもと、サステナビリティ戦略会議（サステナビリティ担当役員が議⻑を務め、代表取締役社⻑、各本
部⻑、監査役、および議⻑が定める本社事業所⻑で構成）を設置し、重要事項についての議論・審議を⾏っています。
なお、サステナビリティ戦略会議は、グループコンプライアンス委員会、リスクマネジメント委員会とともに、取締役会

との連携を密にするコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。
また、サステナビリティ担当役員を委員⻑とする、幅広い部⾨の責任者を中⼼に構成されたサステナビリティ推進委員会

では、サステナビリティ活動における重要課題について討議、対応策の策定および進捗管理を⾏い、その活動状況は定

期的に経営層が参加する会議体へ提案・報告されます。さらに、環境や労働安全衛⽣に関わる課題については、それぞれ
環境委員会、EHS委員会において討議、対応策の策定および進捗を管理しています。
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当社は2017年11月、国連が提唱する人権・労働・環境および腐敗防止に関する10原則からなる国連グローバル・コンパ
クト（以下、UNGC）に参加しました。関連法規を遵守するとともに、日々の活動の中に「UNGCの10原則」を浸透さ

せ、全社員の行動につなげています。

国連グローバル・コンパクトへの参加

UNGCの10 原則

《人権》

原則 1：人権擁護の支持と尊重

原則 2：人権侵害への非加担

《労働》

原則 3：結社の自由と団体交渉権の承認

原則 4：強制労働の排除

原則 5：児童労働の実効的な廃止

原則 6：雇用と職業の差別撤廃

《環境》

原則 7：環境問題の予防的アプローチ

原則 8：環境に対する責任のイニシアティブ

原則 9：環境にやさしい技術の開発と普及

《腐敗防止》

原則 10：強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み

当社は、「UNGCの10原則」に対する取り組み状況を、進捗報告であるCommunication of Progress（CoP）にて、毎
年、UNGCに提出しています。

当社CoP掲載のUNGC WEBサイト（英語）

持続可能な開発⽬標への取り組み
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小野薬品が貢献するSDGs

私たちは革新的な医薬品の創製を通じて、SDGs3、9、17の達成に貢献します。

目標3「すべての人に健康と福祉を」では、「病気と苦痛に対する人間の闘いのために」という企
業理念のもと、医療用医薬品に特化した研究開発型企業として、事業活動を通じて目標達成に取

り組みます。SDGsターゲットで挙げられている「非感染性疾患の死亡率」については、がんや免
疫疾患、中枢神経疾患などの重点研究領域を始めとする、いまだに医療ニーズが満たされない疾
患に対する独創的で革新的な治療薬を創製することで貢献します。また、低所得国および低中所得

国における医療アクセスの改善に向けて、NGO等とのパートナーシップにより、医療人材育成や
医療環境整備など、医療システム強化に中長期的に取り組んでいきます。

目標9「産業と技術革新の基盤をつくろう」では、イノベーションの促進および研究開発基盤構築
が当社の貢献するべき点と考えています。新薬創製の研究開発を活発に行うために、当社内の研究
開発に投資をするのはもちろんのこと、医師主導治験などにも助成を行っています。加えて、公益

財団法人 小野医学研究財団やONO Pharma Foundationによる国内・海外研究者への研究助成を通
じて、研究の振興を図り、イノベーションの土壌作りに貢献します。

また、当社にとってはイノベーションの促進と目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」
は切り離せるものではありません。「革新的な医薬品の提供」は当社単独のみならず、多くのパー
トナーシップによって達成していきます。当社は、「オープンイノベーション」という言葉が盛ん

に使われるようになるかなり以前から、さまざまな分野で世界の最先端技術や知見を活用した自
社創薬を推進してきました。同時に、新薬候補化合物の導入および導出にも積極的に取り組んでい

ます。また、ベンチャー企業や他の製薬企業との提携活動に加え、大学、研究機関、行政、地域
社会、NPOなど、多様なステークホルダーとパートナーシップを形成し、「オープンイノベーショ

ン」で課題の解決に取り組んでいます。なお、当社の主な提携先企業はこちらからご覧いただけ

ます。
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